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は じ め に 

 
平成２８年の和歌山県における労働災害による死亡者数は、前年より２人増加の１４人とな

りました。休業４日以上の死傷者数は、前年より４６人（４.１％）減少の１，０７３人となり

ました。 

さて、「第１２次労働災害防止推進計画」（以下「１２次防」という。）では、平成２４年

と比較して平成２９年までに県内の労働災害による「死亡者数、死傷者数ともに１５％以上減

少させる」ことを目標として挙げています。 

平成２８年の死亡者数は平成２４年と比較して４人（４０％）の増加であり、また、休業４

日以上の死傷者数も１０９人（９．２％）の減少にとどまっており、目標を達成するには相当

の取組が必要となっています。 

このため、１２次防の最終年度となる平成２９年度は、目標達成に向け、平成２８年の業種

別の労働災害の発生状況を踏まえ、死亡災害が急増した建設業、労働災害が増加している運輸

交通業、農林業、商業及び接客娯楽業を重点業種とし、危機感を持って労働災害防止対策に取

り組みます。 

さらに、死亡災害撲滅を目指して本年３月に発出した「STOP！！死亡災害２０１７ 和歌

山」を積極的に推進するとともに、事故の型別で最も多く発生している転倒災害を防止するた

め、業種横断的に「STOP！転倒災害プロジェクト」を昨年に引き続き展開します。 

 ゼロ災運動の原点は、『職場の誰一人絶対ケガをさせない、そのために、全員参加で安全と健

康を先取りしていこう』とするものです。 

 事業場において労働災害防止を進める中で、本小冊子をご活用いただき、労働災害防止の一

助になれば幸いです。 

 

 

和歌山労働局 労働基準部 健康安全課 

  

 

 

注）本統計は下記に基づいています。 

    死亡件数：死亡災害報告情報 

    健康診断結果件数：健康診断結果報告書 

    上記以外：労働者死傷病報告書 
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労働災害による当局管内の死亡者数は、平成１４年以降、１０人台で増減を繰り返し、平成

２５年に過去最少の７人となったが、平成２６年からは再び増加し、平成２８年は１４人であ

った。 

 

図１ 死亡災害の推移 

 

図２ 主要業種別死亡災害の推移 
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 休業４日以上の労働災害による死傷者数は平成２７年に比べて４６人（対前年比４．１％）減少

の１，０７３人となり、過去最少となった。 

平成２７年と業種別の比較では、製造業、建設業、その他の事業は減少したが、農林業で増加、

運輸交通業、接客娯楽業、商業も若干の増加であった。 

  図３ 主要業種別労働災害の推移（死亡を含む） 
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労働災害の推移を事業場規模別に見ると、図４のとおり労働者数１０人未満の事業場で、平

成２８年は平成２７年に比べて大幅に減少し３４０人となった。１００人から２９９人の事業

場では、平成２７年に比べて大幅に増加し１６５人となった。 

 また、平成２８年の労働災害を事業場規模別に見ると、図５のとおり労働者数５０人未満の

事業場で７５８人が被災しており、全体の約７０％を占めている。 

 

 

図５ 平成２８年規模別労働災害発生状況 
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 死亡災害の発生状況を監督署管内別に見ると、図６のとおり和歌山署及び御坊署管内では増加、

橋本署及び新宮署管内では減少、田辺署管内では増減なしであった。 

 労働災害全体について見ると、図 7 のとおり和歌山署及び田辺署管内で死傷者数が増加し、御坊

署、橋本署及び新宮署管内で減少した。 

 

図６ 監督署管内別死亡災害の推移 

 

  図７ 監督署管内別労働災害の推移（死亡を含む） 

10 

5 

2 

1 

2 

0 

7 

3 

2 

0 

1 1 

10 

4 

2 

1 1 

2 

12 

5 

2 2 

1 

2 

14 

8 

3 

1 1 1 

0

5

10

15

和歌山局 和歌山署 御坊署 橋本署 田辺署 新宮署 

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

1182  

497  

206  
160  

212  

107  

1173  

508  

179  157  204  

125  

1100  

479  

186  
150  

173  

112  

1119  

474  

206  159  173  107  

1073  

475  

183  

142  

196  

77  

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

和歌山局 和歌山署 御坊署 橋本署 田辺署 新宮署 

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

署別の死傷者数は 2 署で増加、3 署で減少 



 

  6 
 

 

 

 

 

 休業４日以上の労働災害を業種別に見ると、図８のとおり製造業で２２．５％、建設業で１

４．７％、運輸交通業で１２．１％の労働者が被災しており、この３業種で全業種の約半分を

占めている。また、災害を事故の型別に見ると、図９のとおり「転倒」「墜落・転落」「はさま

れ・巻き込まれ」の災害による死傷者が多く、起因物別では、図１０のとおり階段や通路等の

「仮設物・建築物・構築物等」、トラックや乗用車等の「物上げ装置・運搬機械」、脚立やはし

ご等の「その他の装置等」、丸のこ盤や加工用機械等の「動力機械」による災害での死傷者が多

い。 
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図８ 業種別労働災害発生の割合（平成２８年） 
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図９ 事故の型別労働災害発生の割合（平成２８年） 
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 休業４日以上の労働災害による死傷者数を主要業種別及び事故の型別にみると、製造業では図１

１のとおり「はさまれ・巻き込まれ」及び「転倒」、建設業では図１３のとおり「墜落・転落」、ま

た、運輸交通業でも図１５のとおり「墜落・転落」、さらに、農林業でも図１７のとおり「墜落・転

落」、商業では図１９のとおり「転倒」災害による死傷者が多い。 

 起因物別にみると、製造業では図１２のとおり「仮設物・建築物・構築物等」、建設業では図１４

のとおり足場や屋根等の「仮設物・建築物・構築物等」、運輸交通業では図１６のとおりトラックや

乗用車等の「物上げ装置・運搬機械」、農林業では図１８のとおり地山や立木等の「環境等」、また、

商業では図２０のとおり「物上げ装置・運搬機械」による災害での死傷者が多い。 
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図１５ 事故の型別労働災害発生の割合(平成２８年） 
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図１９ 事故の型別労働災害発生の割合(平成２８年) 図２０ 起因物別労働災害発生の割合(平成２８年) 

 

動力機械, 

 4, 3.7% 

物上げ装置・

運搬機械, 

 32, 29.4% 

その他 

の装置等,  

23, 21.1% 

仮設物・ 

建築物・ 

構築物等, 

 29, 26.6% 

物質材料, 

 6, 5.5% 

荷, 8, 7.3% 
その他, 

 7, 6.4% 

商 業 

動力機械, 

 4, 3.7% 

物上げ装置・

運搬機械,  

34, 31.5% 

その他の装置

等, 19, 17.6% 

仮設物・ 

建築物・ 

構築物等,  

30, 27.8% 

物質材料, 

 3, 2.8% 

荷, 7, 6.5% 

環境, 

 2, 1.9% 

その他, 

 9, 8.3% 

商 業 

商 業 

合計 

109 

合計 

108 

合計 

114 

 

墜落・転落, 

 46, 35.4% 

転倒, 

 16, 12.3% 

激突, 

 9, 6.9% 

飛来・落下, 

 6, 4.6% 

激突され, 

 4, 3.1% 

はさまれ・ 

巻き込まれ, 

 9, 6.9% 

交通事故 

(道路),  

12, 9.2% 

動作の反動等, 

22, 16.9% 

その他,  

6, 4.6% 

運輸交通業 

墜落・転落, 

 39, 30.2% 

転倒, 

 18, 14.0% 
激突, 

 13, 10.1% 

飛来・落下, 

 4, 3.1% 

崩壊・倒壊,  

4, 3.1% 

はさまれ・ 

巻き込まれ, 

 8, 6.2% 

切れ・こすれ,  

4, 3.1% 

交通事故 

(道路), 

 14, 10.9% 

動作の反動等, 

20, 15.5% 

その他, 

 5, 3.9% 

運輸交通業 

合計 

130 

合計 

108 



 

  9 
 

 

 

 

 

 

 平成元年から平成２８年までの労働災害による死亡者数を年齢別にみると、図２１のとおり５０

歳以上の年齢層が全体の約５５％を占めている。また、経験別では、図２２のとおり経験１年未満

の労働者が約１０％を占めている反面、経験２０年以上の労働者が約３分の１を占めている。 

 発生月別では、図２３のとおり７月、９月、１１月及び１２月に死亡災害が多い状況となってい

る。 

 

  図２１ 年齢別死亡災害発生状況          図２２ 経験別死亡災害発生状況 

     （平成元年～平成 28 年）              （平成元年～平成 28年） 

 

図２３ 月別死亡災害発生状況 

（平成元年～平成 28 年） 
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転倒による災害の発生件数は、図２４のとおり平成２８年は２３４件で、過去１０年 

ほぼ横ばいの状況である。 

業種別件数では、図２５のとおり製造業が最も多く、次いで接客娯楽業、商業の順と 

なっている。 

 起因物別件数では、図２６のとおり約６０％を「仮設物、建築物、構築物等」が占めている。 

 年齢別件数では、図２７のとおり５０歳以上の占める割合が約７０％となっている。 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２６ 平成２７年転倒災害の起因物別件数 

 

図２４ 転倒災害件数の年別推移  図２５ 転倒災害の業種別件

数 

図２７ 平成２８年転倒災害の年齢別件数 

 

図２４ 転倒災害件数の年別推移 

 

図２５ 平成２６年転倒災害の年齢別件数 
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図２４ 転倒災害件数の年別推移 

 

図２５ 平成２８年転倒災害の業種別件数 

 

図２６ 平成２８年転倒災害の起因物別件数 
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 平成２８年の交通労働災害による死亡者数は１名で、平成２７年に比べて４名減少した。全死亡 

労働災害１４名のうち、交通死亡労働災害の割合は約７％であった。 

 交通労働災害による休業４日以上の死傷者数は、図２９のとおり８４人で前年より１３人増加 

した。交通労働災害は全災害の約８％を占める。 

 
図２８ 交通労働災害による死亡災害発生件数の推移（平成１９年～平成２８年） 

 

図２９ 交通労働災害による労働災害発生件数の推移（平成１９年～平成２８年） 
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 業務上疾病については、図３０のとおり負傷に起因する疾病が圧倒的に多く、全体の約７６％を

占め、その中でも災害性腰痛が負傷に起因する疾病の約９０％を占めている。 

              

 

図３０ 平成２８年業務上疾病発生状況 
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 和歌山県の定期健康診断の有所見率は、平成２４年に一度減少したのを除いて年々増加している。

平成１８年からは全国平均を上回り、平成２８年は５６．５％で全国平均より２．７％高い状況 

である。 

 

   表１ 年別定期健康診断実施結果（和歌山県） 
 

   
  表２ 年別定期健康診断実施結果（全 国） 

 

 

       図３１ 定期健康診断有所見率の推移 
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和歌山県 

全国 

(%) 

 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

受診労働者数 71,758 64,558 75,648 81,967 68,589 65,228 72,900 73,737 72,035 69,774 

有所 見者数 36,834 34,477 41,323 44,677 38,182 35,045 39,554 40,358 40,032 39,412 

有 所 見 率 51.3% 53.4% 54.6% 54.5% 55.7% 53.7% 54.3% 54.7% 55.6% 56.5% 

健 診 実 施 

事 業 場 数 
688 622 710 788 678 631 682 739 700 693 

 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

受診労働者数 12,796,048 14,005,978 12,995,607 14,539,258 13,121,381 13,096,696 13,262,069 13,492,886 13,476,904 13,650,292 

有所 見者数 6,385,219 7,181,567 6,799,421 7,629,997 6,913,366 6,900,380 7,031,313 7,183,780 7,222,817 7,338,890 

有 所 見 率 49.9% 51.3% 52.3% 52.5% 52.7% 52.7% 53.0% 53.2% 53.6% 53.8% 

健 診 実 施 

事 業 場 数 
104,177 112,180 105,476 116,780 108,525 110,104 112,328 114,982 115,806 118,031 

定期健康診断の有所見率は増加傾向 


